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▲いばらき自民党茨城空港振興議員連盟（私、常井洋治が会長）は、知事に対して、より良い将来ビジョンとするために提言書を提出しました。
県内に空港があるメリットを県民の皆さんと共有して、魅力いっぱいの空港にしていきたいと思います。（2025年（令和7年）3月24日）

茨城空港議連の提言内容（抜粋）

茨城空港議連が将来ビジョンへ提言茨城空港議連が将来ビジョンへ提言
　県では、茨城空港のあり方検討会を設置して、本年6月頃に茨城空港将来ビジョンを策定しようとしています。2023年
度の約75万人の利用者を2040年代に約170万人とする目標を掲げています。2023年10月に、額賀福志郎衆議院議長のご尽
力により、1時間に1便限りだった従来の民航機の着陸ルールを見直し、2便以上受入れられる弾力的な運用が開始された
ことを契機として、同空港を更なる本県発展の起爆剤にしようとする構想です。
　同検討会の将来ビジョン（案）を受けて、私が会長を務めるいばらき自民党茨城空港振興議員連盟（40名全員が参加）
では、意見を取りまとめて、知事に対し、同ビジョンへの反映と実現へ向けて提言書を提出しました。
　主な提言は次の通りです。

１　世界一安全な空港にする
　航空機同士が衝突する悲惨な事故が国内外で相次いでいることを踏まえ、将来ビジョンの実現に向けては、安全が
すべてに優先されることを旨として取り組むこと。世界一安全な運航管理システム−管制−の徹底した充実を図ること。
　また、緊迫する昨今の国際情勢を踏まえ、航空自衛隊との共用空港という形態から、その限界と有事の際の対応を
明確にして、県民への周知、認識の共有に努めること。

２　空港が愛されるための仕組みづくり
　小美玉市が進めている新まちづくり構想は、従来、当議連が進めてきた空港ＰＲ館の機能を包含するものである。
その施設を空港により近いところに立地を進め、多くの県民が訪れ、自衛隊と本県のＰＲに寄与できる充実したもの
にするため、県も積極的に支援すること。

３　国際化、国内路線の拡大・充実
　従来の国内線、東南アジア路線の外、新たに北米、欧州への直行便路線を開拓するとともに、ビジネスジェットの
商用運航の実現に努めること。
　さらに、国内路線の拡大に努め、利便性の高い、名実ともに首都圏第３の空港として充実させること。

４　茨城空港利用者増大のための施策
⑴空港への道路をよりわかりやすく整備するとともに、空港への案内表示を抜本的に充実すること。
⑵駐車場の立体化、有料化に当たっては、利用者の要望にきめ細かに対応すること。
⑶高齢者や、障害者、乳幼児連れ、妊婦などが、安全、快適、便利に利用できる施設整備やサービ
スを目指すこと。その他、①ターミナルビルの民営化、②航空貨物の推進、③つくばエクスプレ
スの延伸、④茨城空港の活用のための全県的取組などです。



令和5年県議会１月臨時会を終えて
（令和5年1日20日～23日、4日間）

令和7年県議会第1回定例会を終えて
（令和7年2月26日～3月24日、27日間）

令和3年県議会4月臨時会（令和3年4月28日）
第2回定例会（令和3年6月1日～6月18日、18日間）を終えて
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※1月専決処分含む

⑴国補正関連分
・施設型給付費負担金	 1,462百万円
・介護人材確保・職場環境改善等事業	 1,587百万円

・障害福祉人材確保・職場環境改善等事業	 654百万円
・物価高対策関連事業	 2,670百万円
・医療施設等経営強化緊急支援事業	 1,728百万円
・避難所環境改善推進事業	 6百万円
・畜産競争力強化対策事業	 500百万円
・担い手確保・経営強化支援事業	 28百万円
・公共事業	 【全会計21,214百万円】20,955百万円
⑵今後の財政需要を踏まえた対応
・退職手当積立金	 5,821百万円
・財政調整基金積立金	 24,355百万円

令和7年度県一般会計当初予算を可決

　（前年度比1.0%増）
　※新型コロナ関連分除けば過去最大

当初予算のポイント
〈予算編成の基本的考え方〉
・人口減少時代の「新しい茨城」づくりに向けて、経済の
好循環に取り組むための緊急対策を実施するとともに、
「4つのチャレンジ」を加速。

〈経済の好循環に向けた緊急対策〉
・企業の賃上げや処遇改善、持続的な賃上げを実現するた
めの価格転嫁を強力に支援するとともに、物価高対策に
も積極的に取り組む。

〈財政健全化に向けた取組〉
・将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むととも
に、スクラップ・アンド・ビルドの徹底などにより限
られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発
展していくための、健全な財政構造を確立する。
・令和7年度当初予算では、後年度負担の軽減を図るため、
投資的経費に充てる財源の一部に一般財源を使用し、
88億円の県債発行抑制に取り組んだところ。

〈県債（借金）残高は14年ぶりに2兆円を下回る〉
・県債の発行総額は8.2%の減となり、県債残高は令和7年
度末に1兆9,669億円となる見込みで、前年度（R6）末か
ら419億円の減。県債残高が2兆円を下回るのは平成23
年度以来、14年ぶり。
・なお、公共投資などに充てる通常県債の令和7年度末残
高は、国の国土強靭化対策による公共事業の増などによ
り前年度（R6）末より190億円増加し1兆1,622億円とな
る見込み。

〈プライマリーバランスは黒字を維持〉
・県税収入の増や行革努力などによりプライマリーバラン

スは731億円の黒字となる見込み。
〈公共事業費は必要額を確保〉
・公共事業全体（特別・企業会計含み）については、前年
度比0.4%増の1,106億円を計上。
・「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」を
反映した国経済対策分を令和6年度最終補正で320億円
計上しており、合算した事業費は1,426億円。

〈県税収入は過去最大、一般財源総額も前年度より増〉
・県税は、対前年度比4.8%増の4,380億円を計上。法人
二税は企業収益の増により前年度比4.0%、44億円増の
1,156億円を計上。
・地方交付税は、対前年度比3.3%、64億円増の2,034億円
を計上。また臨時財政対策債は、平成13年度の制度創
設以来、初めて発行なし。実質的な一般財源総額は対前
年度比2.9%、214億円増の7,627億円となる。

〈一般財源基金からの繰入金〉
・後年度負担軽減の観点から、県債発行の抑制などのた
め、一般財源として使用することから、一般財源基金
241億円を繰り入れ。
・一般財源基金は令和7年度末で971億円程度の見込み。

｢新しい茨城づくり｣ チャレンジのポイント
【Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ】
・　企業誘致活動強化事業	 5,604百万円
　拡　外国人材活躍促進事業	 126百万円等
【Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ】
・　田んぼダム促進緊急対策事業	 598百万円等
　拡　フッ化物洗口推進関連事業	 52百万円
【Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ】
　新　不妊治療費助成事業	 18百万円
　新　県立看護大学校開校事業	 232百万円等
【Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ】
　拡　県北誘客促進関連事業	 156百万円等
　拡　ものづくり海外展開推進事業	 119百万円

◎当初予算　　　1兆2,636億94百万円

　令和7年第1回定例会は、2月26日から3月24日までの27日間開かれ、令和7年度当初予算、令和6年度補正予算及び条例
案など88件の議案が可決、同意、承認されました。

令和6年度2月県一般会計補正予算を可決

主な事業

◎補正予算　　　　　  609億63百万円
◎補正後予算　　1兆3,340億79百万円
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注目の新規・拡充等事業
　新　価格転嫁促進事業	 38百万円
　拡　気候変動対策関連事業	 58百万円
　拡　建築物等震災対策事業	 105百万円
　新　外国人材適正雇用促進事業	 19百万円
　新　新生児マス・スクリーニング実証事業	 90百万円
　新　いばらきネクストツーリズム推進事業	 166百万円

〈社会資本の整備〉
①国補公共（全会計）	 795億円（対前年度比△0.2%）
・直轄事業負担金	 166億円
・補助事業	 629億円

［地元笠間市関連（主な箇所）］
・地方道路整備事業…国道355号、大洗友部線、石岡城里線
・耕作条件改善事業…上郷
②県単公共（全会計）	 310億円（対前年度比2.1%増）
・防災・減災対策及び維持修繕事業	 153億円
・長寿命化対策事業（道路や橋梁等の補修ほか）	 34億円
［地元笠間市関連（主な箇所）］
・道路改良事業…国道355号
・急傾斜地崩壊対策事業…仁古田東部地区
・公園施設事業…笠間芸術の森公園
・市町村下水道整備支援事業…笠間市
・水田畑地化推進事業…笠間地区

組んで欲しい。
　この度の組織改正で農業技術課に設置される「有機農業・
気候変動対策推進室」では具体的にどのようなことに取り
組んでいくのか。

掛札農林水産部次長 1点目として、化学的に合成され
た肥料や農薬の低減化等により、持続可能・安全・健康的
な農林水産物の提供を目指すことで、有機農業を推進して
いく。2点目として有機農業に係る産地づくり等に加え、
温室効果ガスや化学肥料・化学農薬の削減といった環境負
荷低減、気候変動に適応した新品種の導入等に取り組む。
いずれも茨城県食と農を守るための条例の条文に基づく取
組である。

常井委員 同条例の第23条にあるような地域内循環ネ
ットワークを作るためには、農村と農業者を消費者がリス
ペクト（尊重）するという意識醸成を図っていくことが非
常に重要と考えるが、どのように取り組んでいくのか。

谷口農業技術課長 消費者の理解醸成のため、農業者と
消費者との意見交換会を開催する。また、生産者の顔の見
える関係づくりを目指す取組への支援や有機農産物の学校
給食への提供に係る支援を行う。このような取組により、
農業者・消費者の意識醸成を図ることで、条例に示される
地域内の循環型ネットワークづくりに向けた取組を進めて
行く。

常井委員 農業県の茨城県に与えられた使命感をもっと
強く出していかなくてはならない。県農林水産部職員の
1,157人全員が、全力で県独自の農政を目指していけば、
条例に掲げた食料安保にも大きく寄与するだろう。今回の
組織改正を契機として、茨城県が日本の農業をリードして
欲しいが、所見はどうか。

掛札農林水産部次長 学校給食・健康づくり・食品産業
分野との連携については、それぞれ教育庁・保健医療部・
産業戦略部との連携が必要になる。そのネットワークの中
心となるような組織を目指し尽力していきたい。

常井委員 米価の高騰対策について、県農林水産部から
の発信がないが、何も対策を取っていないということか。

松浦産地振興課長 今回の米価高騰の対策には、生産の
安定が非常に重要と考えている。そこで、国よりも生産現
場に近い都道府県が対策をしてくべきと考えており、生産
コストが上がっていく中でもしっかり営農できるよう対策
を行っていきたいと考えている。

常井委員 2040年には農業の担い手も高齢化が進み、
このままでは間違いなく米不足になる。今回の米価高騰で、
米の供給や米価安定の重要性が社会に浸透してきた。そこ

【農林水産部】
常井委員 1年間議論を重ねてきた、笠間栗ファクトリ
ーについて改めて確認する。同社の設立目的は、「笠間の栗」
のブランド化と、笠間市の栗農家の所得向上であったはず
だが、いつの間にか「茨城の栗」に変わっており、非常に
分かりづらい。この1年間での生栗としての納品は、笠間
市産とそれ以外、それぞれどのくらいの割合になっている
のか。

松浦産地振興課長 笠間市内の個人農家とJA常陸から
原料栗を購入している。JA常陸から購入している栗も全
て笠間市産である。

常井委員 これまでの議論の中で、執行部からは、「狭
い笠間栗ファクトリーの工場の中でも笠間市産とそれ以外
の産地の栗を分けて加工品を生産できる」、「産地別に表示
を分けて販売する」とあったが、私はそれを詭弁だと述べ
た。どう考えても笠間栗ファクトリーの工場の中で、栗を
産地別に分けることはできない。だから、今後も笠間栗フ
ァクトリーの製品は全て笠間市産の栗で作ることで、ブラ
ンドを守っていって欲しいのだ。しかし、「笠間の栗」と「茨
城の栗」と混同するような方針が示され、議会でも答弁さ
れてきた。そして、笠間栗ファクトリーへの県の出資によ
って、笠間の栗のブランドを潰してしまうのではないかと
危惧している。農林水産部の仕事はブランドを壊すのでは
なく、作ることのはずだ。「笠間の栗」が「茨城の栗」に置
き換わるようなことがあってはならない。今一度、県の方
針を確認したい。

松浦産地振興課長 まず間違いなく、笠間の栗をトップ
ランナーとしてブランド化を行う。その後、2段階目とし
て、茨城の栗の構造改革を行っていく。状況が変わる際等
は、きちんと委員会に諮りながら進めて行く。

常井委員 段階を踏むのではなく、笠間の栗のブランド
化と茨城の栗のブランド化は、全く別のものと考えて取り

営業戦略農林水産委員会の質疑要約（R7.3.12、13）
●「笠間の栗」のブランドを潰すようなことがあっ
てはならない。
●今回の米価高騰を契機に、将来の米不足の可
能性を見据えた対策を。
●常磐道友部SA内で、地元農産物の販売を。
●茨城空港の将来ビジョンに安全性確保に関し
て記載し、県民へ周知すべき。



とこい洋治が見つけた地元の元気！　
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HPアドレス●https://tokoiy.jp/をぜひご覧ください。
フェイスブックもどうぞご覧ください。皆様のご意見をお待ちしています。

体となって実施していくのは難し
いとのことだったが、友部サービ
スエリアでの取組を契機として、
実現の方向性を探れないか等、引
き続き努力していく。

常井委員 農水省が、米の輸出
を8倍にするとの方針を示した。
本県は既にコメの輸出に取り組ん
でいるが、米の輸出に関する考え
方を聞きたい。

樫村農産物販売課長 JA系統の事業者はJAが支援し、
県はJA系統外の事業者を主に支援している。米の輸出実
績だが、2023年度において、金額ベースで7億1,000万円の
輸出を行っている。国の8倍という目標を踏まえ、本県と
しての輸出額を試算すると、現在の約7億円から50億円程
度にしていく必要があると考えている。

常井委員 農家が米の生産を増やし、過剰米が出たとき
には輸出に回せるよう、輸出ルートを作ることは、営業戦
略部の重要な仕事である。また、今後は輸出に興味を持つ
個人農家も出てくると思うが、その支援についてはどのよ
うに考えているのか。

樫村農産物販売課長 個人で輸出に取り組みたいという
情報があれば、普及センターを通じて情報共有し、販路を
紹介する形で支援を行っている。

常井委員 茨城空港将来ビジョンには、空港を「観光」
や「誘客」に活用するといった営業戦略部の思いが見えて
こない。営業戦略部には、多くの課やチームがあるにも関
わらず、そういった検討が少ないと感じるが、これは杞憂
に過ぎないのだろうか。

久保営業戦略部長 今後、空港の就航対策が進めばイン
バウンドや国内誘客が必要になる。その際に、観光コンテ
ンツ作りや海外でのプロモーション実施等について営業戦
略部内で議論することで首都圏第3の空港としての地位を
確立していくことが重要と考えている。加えて、他部局と
空港の連携を進め、営業戦略部が県全体の海外展開等を牽
引していきたいと考えている。

で、10年・15年先を見据えた対策を考えて欲しいが、部
長の所見は。

鴨川農林水産部長 農林水産部としては、きちんと生産
者が営農できる体制づくりのため、しっかりと米で儲かる
ような仕組みを作る事が最も大切だと考えており、その対
策に力を尽くしていく。

【営業戦略部】
常井委員 航空自衛隊との共用空港である茨城空港の将
来を語るうえで、その安全性は最も大切である。茨城空港
の将来ビジョンに、管制の充実等、安全に関する内容を盛
り込み、県民に周知していくことが重要と考えているが、
どうか。

鈴木空港対策監 空港運用では安全が最重要と考えてい
る。管制を所管している防衛省や駐機場を所管している国
交省と連携し、安全確保した上で円滑に航空会社や人々が
利用できる空港となるようしっかり取り組んでいく。また、
その旨を将来ビジョンに示していく。

常井委員 空港の国際化を進め、北米や欧州への直行便
航路も開拓し、利便性を更に高めてもらいたいが実現は可
能か。また、そのような検討はしているのか。

鈴木空港対策監 現在検討中の将来ビジョン案におい
て、欧米への就航も目指すものとしており、ハードルは高
いが、実現の可能性はあると考えている。

常井委員 前回の委員会で質問した、常磐道友部サービ
スエリアでの地元農産物販売の実施について、進捗は。

関販売戦略課長 農家と一緒にサービスエリアの中で何
かできないか、笠間市に相談したところ、大変前向きな印
象を受けた。今後、協力してもらえる農家を集めるなど、
笠間市と一緒に実現に向けた環境を醸成していきたいと考
えている。

常井委員 合わせて、前回の委員会で、サービスエリア
に隣接する茨城中央工業団地笠間地区の未販売区域を使っ
た県内版アンテナショップのような施設設置についても質
問したが、進捗は。

関販売戦略課長 笠間市と地元のJAに相談したが、主

▲笠間の栗農家の一員として、枯れた
苗の補植をした。合計121本の栗
畑を管理できるか心配がよぎった。
（R7年3月）

▲中学校の卒業式で、卒業生全員で
お別れの歌を披露。みんな凛々し
い顔つきだ。（R7年3月）

▲水戸市出身のシンガーソングライ
ター磯山純さんが、5月25日に千波
湖1万人無料ライブを開催する。ぜ
ひおいでください。（R7年2月）

▲卒業生16名の小学校の卒業式で
は、きびきびした所作で校長先生
から卒業証書が授与された。立派
だった。（R7年3月）

フェイスブックホームページ

※常井コメント：米国のトランプ大統領が4月2日に発表し
た相互関税によるコメ輸出への影響が心配される。

※常井コメント：私が、茨城県食と農を守るための条例の
制定を通して取り組んできた、主食の米の安定生産の重要
性を共通認識としていきたい。


